
 瀬戸市国民健康保険条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布す

る。 

  平成２２年３月３１日 

瀬戸市長 増 岡 錦 也  

瀬戸市規則第１８号 

   瀬戸市国民健康保険条例施行規則の一部を改正する規則 

 瀬戸市国民健康保険条例施行規則（昭和３６年瀬戸市規則第４号）の一

部を次のように改正する。 

 第９条の２中「第２７条の３」を「第２７条の１７」に改める。 

 第１２条の２を次のように改める。 

 （保険料の減免） 

第１２条の２ 市長は、条例第２１条の規定により、保険料の納付義務者

が次の表の左欄に掲げる者に該当する場合において、必要があると認め

るときは、その者に対し、その者に賦課する保険料の額からそれぞれ同

表の右欄に掲げる額(１００円未満の端数があるときは、その端数金額

を切り捨てる。)を減免することができる。 

番

号 
減 免 対 象 者 減 免 額 

⑴  世帯主又はその世

帯に属する被保険者

（条例第１６条の２

の規定による特例が

適用されている世帯

主又は被保険者を除 

 前 年 中 に お

け る 総 所 得 金

額 等 が １ ０ ０

万 円 以 下 の も

の 

 当該事由が発生したこ

とにより保険料の減免を

受けようとする申請があ

った日（以下「減免申請

日」という。）以後に到

来する納期限に係る所得 



 く。）の廃業、失業

等により当該年中に

おける総所得金額等

の見込額が前年中に

おける総所得金額等

の２分の１以下に減

少すると認められる

世 帯 の 納 付 義 務 者 

 割額の全額に相当する額 

 前 年 中 に お

け る 総 所 得 金

額 等 が １ ０ ０

万 円 を 超 え ２

０ ０ 万 円 以 下

のもの  

 減免申請日以後に到来

する納期限に係る所得割

額の２分の１に相当する

額  

 前 年 中 に お

け る 総 所 得 金

額 等 が ２ ０ ０

万 円 を 超 え ３

０ ０ 万 円 以 下

のもの  

 減免申請日以後に到来

する納期限に係る所得割

額の１０分の３に相当す

る額  

⑵  世帯主又はその世

帯に属する被保険者

（以下「世帯主等」

という。）が負傷又

は疾病により継続し

て６月以上療養して

いる者（６月以上療

養が必要と認められ

る者を含む。）で、

当該年中における総

所得金額等の見込額 

 前 年 中 に お

け る 総 所 得 金

額 等 が １ ０ ０

万 円 以 下 の も

の  

 減免申請日以後に到来

する納期限に係る所得割

額及び資産割額の全額に

相当する額  

 前 年 中 に お

け る 総 所 得 金

額 等 が １ ０ ０

万 円 を 超 え ２

０ ０ 万 円 以 下

のもの  

 減免申請日以後に到来

する納期限に係る所得割

額及び資産割額のそれぞ

れ２分の１に相当する額  



 が前年中における総

所得金額等の２分の

１以下に減少すると

認められる世帯の納

付義務者 

前 年 中 に お

け る 総 所 得 金

額 等 が ２ ０ ０

万 円 を 超 え ３

０ ０ 万 円 以 下

のもの 

 減免申請日以後に到来

する納期限に係る所得割

額及び資産割額のそれぞ

れ１０分の３に相当する

額 

⑶  その世帯に属する被保険者が国民健

康保険法（昭和３３年法律第１９２

号）第５９条の規定により給付制限を

受けている世帯の納付義務者 

 給付制限を受けている

被保険者に係る当該該当

する期間の保険料の額の

全部に相当する額 

⑷  震災、風水害、火災

等（以下「災害」とい

う。）により世帯主等

が所有し、かつ、居住

している住宅又は家財

について生じた損害金

額（保険金、損害賠償

金等により補てんさ

れ、又は補てんされる

べき金額を除く。以下

同じ。）がその住宅又

は家財の価格の１０分

の３以上１０分の５未

満である世帯の納付義 

 前年中にお

ける総所得金

額等が３００

万円以下のも

の 

 

 

 

 

 被害を受けた日の属す

る月から１２月以内の期

間における月割によって

算出した所得割額及び資

産割額のそれぞれ２分の

１に相当する額並びに被

保険者均等割額及び世帯

別平等割額のそれぞれ４

分の１に相当する額  

 前年中にお

ける総所得金

額等が３００

万円を超え４

５０万円以下 

 被害を受けた日の属す

る月から１２月以内の期

間における月割によって

算出した所得割額及び資

産 割 額 の そ れ ぞ れ ４ 分 



 務者 のもの  の１に相当する額  

   前年中にお

ける総所得金

額等が４５０

万円を超え６

００万円以下

のもの  

 被害を受けた日の属す

る月から１２月以内の期

間における月割によって

算出した所得割額及び資

産割額のそれぞれ８分の

１に相当する額  

  災害により世帯主等

が所有し、かつ、居住

している住宅又は家財

について生じた損害金

額がその住宅又は家財

の価格の１０分の５以

上である世帯の納付義

務者 

 前年中にお

ける総所得金

額等が３００

万円以下のも

の  

 被害を受けた日の属す

る月から１２月以内の期

間における月割によって

算出した所得割額及び資

産割額の全額に相当する

額並びに被保険者均等割

額及び世帯別平等割額の

それぞれ２分の１に相当

する額  

 前年中にお

ける総所得金

額等が３００

万円を超え４

５０万円以下

のもの  

 被害を受けた日の属す

る月から１２月以内の期

間における月割によって

算出した所得割額及び資

産割額のそれぞれ２分の

１に相当する額  

 前年中にお

ける総所得金  

 被害を受けた日の属す

る月から１２月以内の期  



  額等が４５０

万円を超え６

００万円以下

のもの 

間における月割によって

算出した所得割額及び資

産割額のそれぞれ４分の

１に相当する額 

⑸  条例第２１条第１項第２号に規定す

る者（以下「特定旧被扶養者」とい

う。）の属する世帯（条例第１６条第

１項第１号及び第２号に該当する場合

を除く。）の納付義務者  

 特定旧被扶養者に係る

所得割額及び資産割の全

部並びに特定旧被扶養者

の被保険者均等割の２分

の１に相当する額（条例

第１６条第１項第３号に

該当する場合は、軽減前

被保険者均等割の１０分

の３に相当する額）  

 特定旧被扶養者のみで構成される世

帯（条例第１６条第１項第１号及び第

２号に該当する場合を除く。）の納付

義務者  

 上記金額及び特定被扶

養者の世帯別平等割額の

２ 分 の １ に 相 当 す る 額

（条例第１６条第１項第

３号に該当する場合は、

軽減前世帯別平等割の１

０分の３に相当する額）  

⑹  前各号に定めるもののほか、市長が

特に必要があると認める納付義務者 

 市長が必要と認める額 

備考 

 １ １月から３月までの間に減免の申請をする場合にあっては、こ 



の表において「当該年中」とあるのは「当該年の前年中」と、

「前年中」とあるのは「前々年中」と読み替えるものとする。 

 ２ この表において「総所得金額等」とは、条例第１６条第１項第

１号に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得と区

分して計算される所得の金額の合算額をいう。 

２ 同一人が同時に前項の表第１号から第４号までの２以上に該当する場

合においては、当該各号のうち、減免額が最も多いものの規定を適用す

る。 

３ 世帯主等が所得の申告をしていないときは、保険料の減免は行わない

ものとする。 

４ 第１項の規定により保険料の減免を受けようとする者は、減免申請書

に事由を証する書類を添付し、市長に提出しなければならない。 

５ 市長は、虚偽の申請その他不正行為により保険料の減免を受けた者を

発見したときは、直ちに減免を取り消すものとする。 

 第１２条の３を削る。 

   附 則 

 この規則は、平成２２年４月１日から施行する。 

 


